
 

 

令 和 ６ 年 度 事 業 報 告 

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで） 

 

消防法に基づく危険物に起因する災害防止を目的として、安全管理思想の普及啓発や危

険物取扱者の資質向上の促進を図るため危険物取扱者試験準備講習会や保安講習などを実

施した。 

 

１ 公益目的事業 

（１）普及啓発事業 

   危険物に係る安全管理思想の啓発及び普及を図るため、次の事業を行った。 

ア 機関誌「埼危連」第１５号の発行   ８,３００部  

イ 危険物安全講演会の開催（埼玉県と共催） 

第１回埼玉県危険物事故防止連絡会議とあわせて収録した講演を動画配信 

配信期間 令和６年６月１３日（木）～７月１２日（金） 

公開方法 埼玉県公式 限定公開セミナー動画（YouTube チャンネル） 

     約６０分の講演動画を配信（動画総再生回数 ４８８回） 

講演内容 埼玉県で想定されている地震の揺れ 

～県の地震被害想定調査結果をどのように見ればよいか～ 

     講師 消防庁消防大学校 消防研究センター  

火災災害調査部長 畑山 健 氏 

ウ 危険物安全ポスターの配布      ６,５７０枚 

エ リーフレット           ２１,０００部 

    一般向け啓発用「リーフレット型」（A3 二つ折り）を配布 

オ 表 彰 

     危険物の安全管理に努め、他の模範となる事業所などの会長表彰を行うととも

に、総務大臣表彰、消防庁長官表彰などの対象者の推薦を行った。 

（ア）公益社団法人埼玉県危険物安全協会連合会会長表彰 

優良危険物事業所         ６８事業所 

優良危険物取扱者         ３８人 

優良普及啓発活動    ８人・５５事業所 

感謝状                          ３人 

（イ）安全功労者総務大臣表彰      １人 

（ウ）消防庁長官表彰  

危険物保安功労者        １人 

優良危険物関係事業所      １事業所  

（エ）一般財団法人全国危険物安全協会理事長表彰   

危険物保安功労者                ２人 

優良危険物関係事業所          １事業所 

感謝状             １人 

（オ）関東甲信越地区危険物安全協会連合会会長表彰 

協会発展と災害防止功労         ７人 

諸設備の充実と安全管理功労   ５事業所 

カ 危険物安全管理思想普及啓発強化助成事業 

      令和６年度の助成事業は休止 

 

 



 

 

（２）講習等事業 

   危険物取扱者の資質向上や育成を促進するなど危険物の安全管理体制の確立に寄与

するため、次の事業を行った。 

ア 危険物取扱者試験準備講習会 

（令和７年３月末現在） 

種 別 区 分 実施回数 実施日数 申込者数 受講者数 

甲 種 一 般   ３   ６ ７３ ７１ 

乙 種 

第４類 

一 般  １５   ２７ ５３４ ５２４      
特 別   ２   ４ ７８ ７７ 

合 計  全 体 

 ２０ 

（２１） 

【２３】 

３７ 

（３８） 

【４３】 

６８５ 

（  ８０７） 

【１,１７４】 

６７２ 

(  ７９１) 

【１,１４８】 

注：（ ）は令和５年度の実績 

  【 】は令和元年度の実績  

 

全危協が実施する「危険物取扱者試験準備講習オンライン講座（乙種第４類）」 

事務受託件数（テキスト発送等） ９件 

 

イ 危険物取扱者保安講習 

               （令和７年３月末現在） 

種 別 開催期間 回 数 申請者数 受講者数 

会
場
開
催 

給 油 

取扱所 

６月１９日 

～１月３０日 
 ９ １,６４４ １,６２４ 

その他

の施設 

７月２日 

～１月３０日 
１３ ２,７９６ ２,７６５ 

オ
ン
ラ
イ
ン 

給 油 

取扱所 

９月２５日 

 ～２月２７日 
 ２   ３９２      ３９１ 

その他

の施設 

７月２３日 

 ～２月２７日 
 ３ １,４２３   １,４１９ 

会 場 開 催 計  ２２  ４,４４０  ４,３８９ 

オンライン 計  ５ １,８１５   １,８１０ 

 

合     計 

２７ 

(３０) 

【２７】 

６,２５５ 

(５,９０５) 

【６,２２１】 

  ６,１９９ 

(５,８３３) 

【６,１５０】 

注：（ ）は令和５年度の実績（オンライン５回：申請者数１,３１７人） 

【 】は令和元年度の実績 

 

２ 収益事業 

  危険物取扱者試験準備講習会のためのテキスト販売や地下タンク等定期点検を促進 

するために点検済証販売を行った。 

（１）危険物取扱者試験準備用テキストの販売 （令和７年３月末現在） 

    危険物必携（法令編）       ８０３部 

    危険物必携（実務編）       ７９８部 

    甲種例題集              ８１部 

    乙種第４類例題集         ７３７部 



 

 

 

（２）地下タンク等点検済証の販売 （令和７年３月末現在） 

    地下タンク等           １,９６０枚 

    移動貯蔵タンク           ２００枚 

 

３ 法人会計 

  連合会の目的を達成するためにその他必要な事業を次のとおり行った。 

（１）諸会議の開催 

ア 総会 

令和６年度通常総会   令和６年 ５月１５日（ブリランテ武蔵野） 

イ 監事監査        令和６年 ４月 ９日（浦和合同庁舎） 

ウ 理事会 

第６８回理事会     令和６年 ４月１６日（浦和合同庁舎） 

   令和５年度事業報告及び収支決算等について審議 

第６９回（臨時）理事会 令和６年 ５月１５日（ブリランテ武蔵野） 

   役員改選に伴う会長及び副会長の選任 

第７０回理事会     令和６年１０月 ２日（群馬県渋川市ホテル木暮） 

   令和６年度事業実施状況報告 

第７１回理事会     令和６年１２月 ４日（浦和合同庁舎） 

     令和７年度事業計画の策定方針等について議決 

第７２回理事会     令和７年 ３月１２日（書面開催） 

     令和７年度事業計画及び収支予算等について議決 

     令和６年度事業実施状況報告 

エ 正副会長打合せ会議 

令和６年 ４月１６日（浦和合同庁舎） 

令和６年 ５月１５日（ブリランテ武蔵野） 

令和６年１０月 ２日（群馬県渋川市ホテル木暮） 

令和６年１２月 ４日（浦和合同庁舎） 

オ 会長研修会 

   令和６年１０月 ２日～３日（群馬県渋川市ホテル木暮） 

カ 新年賀詞交歓会 

     令和７年 １月１７日（ブリランテ武蔵野） 

キ 事務局長会議 

令和６年 ４月２４日（浦和合同庁舎） 

令和７年 ３月 ４日（浦和合同庁舎） 

ク 協会事務担当職員研修会 

     令和６年 ８月２２日～２３日 

（六本木エネルギーサービス(株)、東京湾アクアライン避難施設） 

ケ 表彰選考委員会 

     令和７年 ３月１４日（浦和合同庁舎） 

 

（２）県内関係団体との連携 

  ア 県内の危険物等安全協会 

（公社）川口市防火安全協会創立６０周年 

   令和６年 ５月２１日 記念式典 

幸手市危険物防火安全協会設立５０周年 

令和６年１１月１５日 記念式典 



 

 

イ 埼玉県消防長会 

    埼玉県消防救助技術指導会 ＊協賛 

       令和６年 ６月 ８日（さいたま市大宮区） 

 

（３）埼玉県危険物事故防止連絡会 

       令和６年 ６月 ７日（埼玉県危機管理防災センター） 

 

（４）他団体との連携 

ア 一般財団法人全国危険物安全協会 

   事務局長会議     令和６年 ４月２５日（東京都港区）  

令和６年１０月１６日（Web 開催）  

危険物安全大会    令和６年 ６月 ３日（東京都港区） 

会長研修会      令和６年１０月 ９日（東京都千代田区） 

イ 関東甲信越地区危険物安全協会連合会 

   総 会        令和６年 ５月 ９日～１０日（さいたま市） 

   会長研修会      令和６年１１月 ７日～ ８日（長野県長野市） 

   事務局長会議     令和７年 ３月 ６日～ ７日（茨城県水戸市） 

 

（５）運転資金の短期借入 

運営資金が一時的に不足したため、基本財産積立資産として埼玉県信用金庫北浦和

支店に預けている定期預金を基に「当座貸付」として借入を行った。 

定期預金 10,119,424 円（令６年３月３１日現在） 

借入金額 2,000,000 円 

借入期間 ４月１７日から１０６日間 

利息金額 4,367 円 借入利率 0.752%  

 

 

………………………………………………………………………………………………………… 

 

 

事 業 報 告 の 附 属 明 細 書 

  

令和６年度事業報告には、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則 第

３４条第３項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在し

ないので作成しない。 

 

（参 考） 

一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則第３４条第３項 

・ 事業報告の附属明細書は、事業報告の内容を補足する重要な事項をその内容としなければなら

ない。 

 


